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1. はじめに
当社はこれまで真空加熱分離方式を用いた （ポリ塩
化ビフェニル）の無害化設備を設計、製作してきた。
は発癌性など人体への悪影響が指摘されており、 を
含む廃棄物は特別管理産業廃棄物として、国が定めた法律
で厳重に管理されている。
当社が 無害化設備を実用化するに当たっては、ま
ず 分離能力および排ガスの安全性を研究し、処理技
術を確立することから開始した。その後、旧通産省の「難
分解性有機化合物処理技術検討・評価委員会」の技術評価
を経て、無害化設備を実用化するに至った。実用化の過程
の中で、 のような有害化学物質の無害化の判定基準
は、部材の 残留量 （ ）以下や、排ガス
中ダイオキシン類濃度 以下など、高い有害物質
除去能力と排ガスの安全性が求められることを経験した。
今後も有害物質処理に関しては、環境の安全性を重視した
傾向が続くと考えられ、有害物質の除去能力や分解能力が
高く、安全に廃棄物を処理できる技術が求められている。
当社が開発した真空加熱分離方式は、 のような有
害物質を含む廃棄物を真空下におくことで沸点を下げた状
態とし、その状態で加熱することで有害物質を蒸発分離す
る方法である。しかし、真空加熱分離方式では有害物質を
分離することはできるが、分解することはできない。そこ
で、廃棄物を分解する技術として、これまで培った真空技

術を生かすことのできる、プラズマを利用した廃棄物処理
方法を考案した。減圧下にマイクロ波を照射すると非平衡
プラズマが生成する。非平衡プラズマとは電子だけが高
エネルギーとなった熱的に非平衡なプラズマで、高エネ
ルギーの電子から生成したラジカル（活性で反応性の高い、
短寿命の中間化学種一般の総称）が存在するため、廃棄物
を分解することが可能である。
これまでの非平衡プラズマを用いた廃棄物処理は排ガス
中の有害物質分解など、低密度で比較的負荷の小さい気体
の処理等に限定されていた。そこで本研究では、液体の廃
棄物として絶縁油を想定し、絶縁油を直接分解できる非平
衡プラズマ分解装置を試作した。この装置を用いて絶縁油
および を含む絶縁油の分解能力を調査した。

2. 廃棄物処理とプラズマ
プラズマを用いた廃棄物の処理は、大別して熱プラズマ

（熱平衡プラズマ）（ ）（ ）（ ）と非平衡プラズマ（熱非平衡プラズ
マ）を用いた方法がある（ ）（ ）。
熱プラズマとは、電離した原子核、電子、イオン等が高
温の熱平衡状態にあり、ラジカルによる廃棄物の分解、お
よび熱によるガス化、溶融が可能である。熱プラズマを用
いた方法では、廃棄物を分解するだけでなくガス化、溶融
が可能で、廃棄物の種類を問わず分解できる万能ともいえ
る能力を有するが、一方で非常に多くのエネルギーを必要

図1　分解装置概略図
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とする。そのため、熱プラズマを利用した処理方法は、設
備費およびランニングコストが大きくなる問題がある。
一方、非平衡プラズマとは、原子核、イオン等の重粒子
が常温程度であっても、電子温度は数万度と、電子のみが
高エネルギー状態となったものである。高エネルギーの電
子は様々なラジカルを生み出し、廃棄物を分解するものと
考えられる。また、燃焼と組合せた場合は、燃焼を促進す
る効果が期待できる。さらに、非平衡プラズマは熱容量の
小さい電子のみを加熱するだけで生成が可能であり、熱プ
ラズマと比較して小さいエネルギーで生成できる。そのた
め、廃棄物処理に利用した場合に設備費およびランニング
コストを抑えることができる。
このように非平衡プラズマを利用することで、熱プラズ
マよりコストを抑え、一般的な燃焼処理よりも分解性能を
向上させた廃棄物処理方法を開発できる可能性がある。

3. 研究の目的と手順
本研究は非平衡プラズマを用いた廃棄物処理装置を製作
し、その処理能力を調査すること、および実用化に向けて
処理能力を向上させることが目的である。そのために以下
の手順で研究を実施した。

①非平衡プラズマを用いた初期型分解装置を試作し、
廃棄物として絶縁油および 含有絶縁油を用いて
分解能力を調査する。

②実用化に向けてより処理能力の高い改良型分解装置
を製作し、初期型と同様に分解能力を調査する。

③非平衡プラズマの効果を調査するために、分解中の
発光スペクトルおよび分解後の排ガスを分析し、非
平衡プラズマを用いない分解と処理能力を比較する。

4. 分解装置による実験

4.1 初期型分解装置による実験

（1）実験方法
真空中にマイクロ波を照射すると非平衡プラズマが生成
することは既存の研究から明らかであった。そこで、従来
の 廃棄物を真空加熱分離処理する小型の処理装置に、
マイクロ波発生装置を加えることで非平衡プラズマを生成
させる装置を設計し、初期型分解装置を製作した。
初期型分解装置の概略を図 に、装置能力および実験条
件を表 に示す。反応管内を減圧しマイクロ波を照射する
と図 のような非平衡プラズマが生成する。今回の実験で
は非平衡プラズマを生成する気体は酸素、分解する廃棄物
には絶縁油および 含有絶縁油を用いて実験を行った。
当初は非平衡プラズマが生成する条件がわからず、生成

したとしても不安定で廃棄物を投入することはできなかった。

試行錯誤の結果、図 の（）に示すように、試料を供給す
る滴下プローブをプラズマ内にすることで、安定した廃棄
物処理が可能となった（ ）。
実験はまず を含まない絶縁油を用いて絶縁油分解
実験から開始した。実験は系内圧力および酸素量を一定に
し、投入する絶縁油量を変化させて行った。
廃棄物である絶縁油はプラズマ内に滴下され二酸化炭素、
水蒸気等の気体に分解されて系外に排出される。未分解の
絶縁油は配管内に留まる。配管内の未分解絶縁油は、配管
をヘキサンで洗浄し、ヘキサンとの混合液として回収する。
そのヘキサンと絶縁油の混合液から、ヘキサンを蒸発させ
て残留した絶縁油の重量を測定し、未分解絶縁油量とした。
次に を含む絶縁油を用いて、 分解実験を実
施した。投入した 含有絶縁油の 濃度は
（ ）である。 分解実験は絶縁油分解実験と同様
に配管をヘキサンで洗浄することで、未分解の 含有
絶縁油を回収した。その後、その未分解 含有絶縁油
を分析し 濃度を求めた。

（2）絶縁油の分解能力
初期型実験装置で絶縁油投入速度を変化させて投入速度
と絶縁油分解率の関係を調査した。絶縁油分解率は以下の
式（ ）で求めた。ここでの分解率は、後述する排ガス基準分
解率と区別するために未分解絶縁油基準分解率と表記する。

＝
－

× …………（ ）

ここに、 ：未分解絶縁油基準分解率（ ）
：投入絶縁油量（ ）
：未分解絶縁油量（ ）

図2　非平衡プラズマの外観（酸素プラズマ）

表1　実験条件
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初期型実験装置で絶縁油投入速度を変化させて投入速度
と分解率の関係を調査した。図 に結果を示す。
絶縁油投入速度が 以下と極微量の場合は投入した
絶縁油は全量分解した。投入量を増加させると徐々に分解
率は低下するものの、酸素比（投入酸素量と完全燃焼 分
解に必要な酸素量の比）が である を超えても分解
率は 程度を維持した。このことから、絶縁油は必ず
しも二酸化炭素に分解させる必要はなく、酸素不足であっ
ても煤や一酸化炭素に分解できる可能性が示された。
しかし、煤が発生する条件では、マイクロ波照射部に煤
が析出することで反応管をマイクロ波が透過しなくなり、
非平衡プラズマの生成ができなくなることが懸念される。
実験後に反応管を観察したところ、煤はマイクロ波照射部
には析出しておらず、分解反応に影響はなかった。このこ
とから、本分解装置では酸素不足で煤が発生する条件でも
問題なく分解可能であることが明らかとなった。

（3）PCB含有絶縁油の分解能力
含有絶縁油を処理して 分解率を調査した。絶

縁油投入速度が 、その他の条件は絶縁油分解試験と
同様である。

分解率は（ ）の未分解絶縁油基準分解率の計算と同
様に投入 量と未分解 量から計算した。投入
量は、投入絶縁油量に 濃度（ ）を乗じて計算した。
未分解 量は、絶縁油分解実験と同様の方法で回収
した未分解 含有絶縁油の重量に、未分解 含有絶
縁油を分析して得られた 濃度を乗じて計算した。
その結果、 分解率は となった。同条件の絶縁
油分解率が であったことから、 含有絶縁油を分
解した場合は絶縁油と の分解率に大きな差はなく、

が選択的に残留もしくは分解することがないことが
明らかとなった。

4.2 改良型分解装置による実験

（1）実験方法
前述の初期型分解装置は反応が断続的であり、処理能力
も最大 程度のため、実用化には反応の安定化と処理
能力の向上が課題であった。
そこで、廃棄物供給方法の改良と投入酸素量の増加が必
要であると考え、改良型実験装置を製作した（ ）。これまで
は廃棄物である絶縁油を非平衡プラズマ内に滴下して供給
していたが、改良型では二流体ノズルで絶縁油を噴霧し供
給できるよう図 の（ ）のように改良した。絶縁油を噴霧
することで反応が連続的になること、加えて、絶縁油の粒
子が微細化することで反応面積が増加し、分解率の向上と
安定化が期待できる。また、より排気量の大きい真空ポン
プに変更することで排気能力を強化し、より多くの酸素を
投入できるように改良した。

実験は初期型分解装置と同様に、まず を含まない
絶縁油を用いて絶縁油分解実験から開始した。実験条件は
表 に示す。実験は系内圧力および酸素量を一定にし、投
入する絶縁油量を変化させて行った。次に、絶縁油分解試
験で得られた実験結果を基に絶縁油投入量を決定し、
含有絶縁油を用いて実験を行った。
改良型実験装置では排気量の増強および投入絶縁油量の
増加から、未分解の絶縁油が真空ポンプに流入することが
懸念された。真空ポンプに流入した絶縁油は真空ポンプ中
の作動油に混入するため分析できず、結果として実際の分
解率より高い分解率になる可能性がある。そこで、真空ポ
ンプの後に設置したサンプリングポートから排ガスを採取
し、ガスクロマトグラフにより排ガス組成を分析して排ガ
ス中の炭素量を計算して、式（ ）を用いて排ガスの炭素量
を基準にした排ガス基準の分解率をあわせて計算した。

＝
－

× …………（ ）

ここに、 ：排ガス基準分解率（ ）
：投入絶縁油量中炭素量（ ）

 ：排ガス中炭素量（ ）

今回のガスクロマトグラフによる排ガス分析は炭素数
以上の炭化水素を定量できない。また、ガス化しなかった
炭素である煤はガスクロでは分析できない。そのため、排
ガス基準分解率は実際の分解率よりも低く算定される。未
分解絶縁油基準と排ガス基準の分解率の誤差を考慮した場
合、未分解絶縁油基準は実際の分解率よりも高めに算定さ
れ、排ガス基準は実際の分解率より低めに算定されるため、
実際の分解率は つの分解率の間にあると考えられる。

（2）絶縁油の分解能力
改良型実験装置で絶縁油投入速度を変化させて投入速度
と分解率の関係を調査した。図 に結果を示す。絶縁油投
入速度 では、未分解絶縁油基準で 程度、排ガ

図3　初期型分解装置での絶縁油分解結果
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ス基準で の分解率であり、それ以上絶縁油を投入す
ると分解率が低下する結果となった。初期型分解装置では

程度から分解率の低下が始まっていることと比較す
ると、分解能力と安定性は大きく向上している。
また、絶縁油投入速度 での未分解絶縁油基準と
排ガス基準の分解率の差は であり、 つの分解率の差
は小さい。一方、 を越える絶縁油投入速度では つ
の分解率の差が大きくなる傾向がある。この原因として未
分解絶縁油の真空ポンプ流入、煤の生成および定量できな
い気体の発生などが考えられるが、何れにしても絶縁油の
分解が不安定になっていると考えられる。
絶縁油投入速度 の場合の排ガス組成は、一酸化

炭素、水素、アセチレン等の可燃性ガスが排ガス全体の
を占めており、二酸化炭素は であった。残りの

は今回の分析では定量できなかった。また、絶縁油投入
速度 で実験時の酸素比は であり、酸素量は完
全燃焼 分解に必要な酸素量の半分以下である。初期型実
験装置で酸素比 以下の酸素不足の条件でも絶縁油を分解
できる可能性が示唆されていたが、改良型分解装置でそれ
を実証することができた。
加えて、排ガス中に ％もの可燃性ガスが含まれるとい
うことは、廃棄物のガス化装置としても効率の良い装置で
あり、排ガスのエネルギー利用も可能であると考えられる。

（3）PCB含有絶縁油の分解能力
含有絶縁油を処理して 分解率を調査した。使

用した 含有絶縁油は を （ ）含む絶
縁油である。絶縁油分解試験の結果から絶縁油投入速度
が を超えると絶縁油分解率が低下することから、

含有絶縁油投入速度は とした。その他の条件
は絶縁油分解試験と同様である。
改良型実験装置の の分解率は 程度と概ね絶縁
油の分解率と一致した。このように、改良型分解装置にお
いても 含有絶縁油を分解しても選択的に が残留
もしくは分解することはないことが判明した。

4.3 分解実験のまとめ

初期型および改良型分解装置で絶縁油および 含有
絶縁油を分解した結果、非平衡プラズマ中に絶縁油を投入
することで分解可能であり、 を含む場合も絶縁油と同
様の分解率で分解が可能であることが明らかとなった。ま
た、酸素比 以下の酸素不足の条件でも分解が可能であり、
絶縁油を可燃性ガスに改質できることも明らかとなった。

5. 非平衡プラズマの効果調査
近年になって、燃焼場にマイクロ波等の電磁波を照射する
ことで燃焼を制御しようという研究が報告され始めている（ ）。

これらの研究はプラズマ支援燃焼と呼ばれ、実用化に向け
て研究が始まったところである。改良型分解装置において
は分解が連続的になり、燃焼に近い形態となったため、現
象としてはこのプラズマ支援燃焼に近いものと考えられ
る。しかし、非平衡プラズマは原子、分子、電子等の粒子
同士の衝突が少ない減圧下の方が生成しやすく影響が大き
くなるため、本研究の分解方法は現在研究されている常圧
下でのプラズマ支援燃焼よりも非平衡プラズマの効果が大
きい分解方法であると考えられる。
初期型分解装置では非平衡プラズマ中に廃棄物である絶
縁油を滴下していることから反応が断続的であり、非平衡
プラズマ分解と表現して問題ないと考えられる。しかし、
改良型分解装置では反応が連続的で、外見的には燃焼処理
と同じ形態となり、絶縁油を単純に燃焼させても、同じ分
解能力が得られる可能性がある。そこで、マイクロ波を照
射し非平衡プラズマを発生させた場合と、マイクロ波を照
射せず減圧下で燃焼させた場合を比較し、非平衡プラズマ
の効果を調査することとした。

5.1 非平衡プラズマの効果調査方法

マイクロ波を照射すると非平衡プラズマが生成し、マイ
クロ波の照射を停止すると非平衡プラズマは消失する。そ
こで、マイクロ波の照射の有無によって非平衡プラズマの
生成を制御し、絶縁油の分解がどのように変化するか調査
した。装置および実験条件は改良型実験装置の実験時と同
様である。マイクロ波を照射する場合は、これまでの実験
と同様の手順である。マイクロ波を照射しない場合は、マ
イクロ波を照射する実験と同様に、マイクロ波を照射して
分解を開始する。その後にマイクロ波照射を停止して、分
解反応が継続している状態を燃焼状態とした。実験開始時
のマイクロ波を照射した影響が残っている可能性があるた
め、今回はマイクロ波を停止して 分以上経過した後に
測定を行った。

非平衡プラズマを用いた廃棄物処理技術の研究

図4　改良型分解装置での絶縁油分解結果
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（1）排ガス調査
マイクロ波の有無によって排ガスの組成がどのように変
化するか調査した。排ガスは真空ポンプの後に設置したガ
スメータを用いて流量を測定した。また、真空ポンプの後
に設置したサンプリングポートから排ガスを採取し、ガス
クロマトグラフにより排ガスの組成を分析した。

（2）発光スペクトル調査
分光器を用いて反応中の発光のスペクトルを分析するこ
とで、反応場内にどのようなラジカルが存在しているか分
析することができる。また、スペクトルの強度を比較する
ことで、ラジカルの増減を比較することができる。
今回は波長 の可視領域を対象としてスペク

トル分析を行った。可視領域では主に 、 、 、 α、
等のラジカルを測定することができる。これらのラジカ
ルが非平衡プラズマの有無によってどのように変化するか
調査した。測定は図 の観察窓に光ファイバの測定子を挿
入し、反応の発光スペクトルを観察した。

5.2 非平衡プラズマの効果調査結果

（1）ガス発生量の変化
マイクロ波照射の有無による排ガスの変化を図 に示
す。図 は絶縁油投入速度 の場合の結果で、絶縁
油 当たりのガス生成比で示してある。マイクロ波を照
射し、非平衡プラズマを生成した場合は、水素が 、
一酸化炭素が 増加、二酸化炭素が 減少し、ガス
生成量合計では の増加となった。今回調査した絶縁
油投入速度 の範囲では、非平衡プラズマを生
成すると、可燃性ガスである水素、一酸化炭素およびその
他炭化水素が増加、それとは逆に二酸化炭素が減少し、全
体としてガス発生量が増加する傾向となった。この結果か
ら、マイクロ波を照射して非平衡プラズマを生成して絶縁
油を分解した場合は、生成しない場合と比較して分解能力
が高いことが明らかとなった。
排ガス発生量が増加する原因としては、分解に寄与する
ラジカルが増加したことや反応温度が上昇したことなどか
ら、炭化水素である絶縁油を低分子気体に分解する能力が
高まったためと考えられる。
また、二酸化炭素が減少し、水素および一酸化炭素等の
可燃性ガスが増加する傾向にある点については、ラジカル
増加や非平衡プラズマによって反応プロセスが変化してい
ることなどが考えられるが、これらの詳細なメカニズム解
明は今後の研究課題である。

（2）ラジカルの変化
初めに酸素の非平衡プラズマのスペクトル分析結果を図
に示す。供給した酸素が電離して活性なラジカルである
ラジカルが生成していることがわかる。また、若干である

が ラジカルも計測されている。 原子供給源がないた
め、通常生成しないと考えられるが、系内や真空ポンプに
残留した水蒸気や絶縁油等から生成したと考えられる。
酸素の非平衡プラズマは絶縁油噴霧前に生成させるが、
実験後に絶縁油噴霧を停止した場合も、この非平衡プラズ
マの状態に戻る。このように、絶縁油供給の有無に関わら
ず、非平衡プラズマは生成し反応場は維持される。廃棄物
処理では廃棄物の発熱量の変化や、供給量の低下などが発
生することが予想されるが、非平衡プラズマを用いること
で、安定した処理が可能となる。
次に非平衡プラズマの有無による発光強度の違いを図
に示す。マイクロ波を照射し非平衡プラズマを生成した場
合は 、 、 などのラジカルの発光強度が総じて増
加する傾向にある。その中でも、 ラジカルの発光強度
は 倍以上増加しており、著しい変化がみられる。 ラ
ジカルは反応性が高く、分解反応に重要な役割を果たすラ
ジカルであり、 ラジカルの増加が絶縁油分解率向上の
一つの要因と考えられる。また、 αや ラジカルはマイク
ロ波照射時のみ計測された。通常の燃焼では見られないラ
ジカルが測定されていることから、通常の燃焼とは異なっ
たプロセスで分解が進んでいる可能性がある。また、絶縁
油投入時でも ラジカルが測定されていることから、酸素
の非平衡プラズマは維持されているものと考えられる。

図6　酸素プラズマ生成時の発光スペクトル

図5　絶縁油からのガス生成率
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6. 研究のまとめと今後の展望
マイクロ波を用いて非平衡プラズマを生成する分解装置
を試作し、絶縁油および 含有絶縁油の分解実験を行っ
たところ、絶縁油および 含有絶縁油を液体の状態で
直接分解することが可能であった。また、絶縁油と
は同程度の分解率で分解できることが確認できた。
マイクロ波照射の有無によって非平衡プラズマの効果を
調査したところ、非平衡プラズマを用いた分解は、非平衡
プラズマを用いない場合と比較すると高い分解能力を有
し、異なる反応プロセスである可能性が示された。加えて、
排ガスに多くの可燃性ガスを含むことから、廃棄物から可
燃性ガスを取り出すエネルギー変換技術としての応用も期
待できる。
今後は、実用レベルの廃棄物処理能力を持った分解装置
の開発を進めるとともに、反応機構の解明を進め、新たな
廃棄物処理方法として実用化していく予定である。
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